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自治体内分権のしくみを導入する際の留意点

一甲州市の地域自治区制度廃止を事例としてー

あらまし

山梨県甲州市は2005年Ⅱ月の合併を契機に、

地方自治法に基づく地域自治区制度を導入した

ものの、 2008年3月末をもってこの制度を廃止

させるにいたった。本稿では、こうした甲州市

における制度導入から廃止にいたるまでの一連

のうごきの検証をとおし、制度廃止にいたった

要因の解明を行うとともに、今後において自治

体内分権のしくみの導入をめざす自治体にとっ

ての留意点の明確化を試みる。

そこで、本稿ではとりわけ、地域自治区制度

における地域協議会の設置は果たして住民自治

の強化につながるのか、という観点から検討を

進めていく。そして、事例としての甲州市に関

しては、塩山市、勝沼町、大和村の3市町村で

の合併により誕生したが、このうち勝沼町が合

併協議の初期段階から地域自治組織の導入を主

張していた。なぜなら、勝沼町は合併後の新市

でもこれまで培ってきた独自性を残したかった

からである。

しかし、主に6市町村で進行してきた合併協

議は粁余曲折し、結果的に合併期日まで残り1

年という時点で先の3市町村による合併をめざ

すことになった。このとき、勝沼町が提唱して

きた地域自治組織については、限られた期間で

の合併を円滑に進めるために導入それ自体が目

的化してしまったのである。こうして新市で導

入された地方自治法に基づく地域自治区制度で

あったが、地域協議会の活動は甲州市行政当局

への意見陳述や会議のあり方の議論にとどまっ

てしまった。この状況をかんがみ、庁内から地

域自治区制度そのものの廃止議論が沸き起こり、
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地域協議会委員ヘのアンケート調査や議会での

廃止決議の末、甲州市の地域自治区制度はわず

か2年5力月で廃止されるにいたったのである。

そして、こうした甲州市における一連のうご

きをふまえると、今後に自治体内分権のしくみ

を導入しようとする自治体に対しては、大きく

ふたつの教訓が得られるように思われる。すな

わち、「綿密な制度設言十」および「協議会組織

そのものの活性化」である。

はじめに

平成の大合併を契機として自治体内分権のし

くみがいくつかの白治体で導入されたが、その

後において制度自体を廃止させたところが現わ

れたのはなぜか。こうした問題関心から、本稿

では地方自治法に基づく地域自治区制度を導入

し、その後に廃止した山梨県甲州市を取り上げ、

制度廃止までの一連のうごきを検証することで、

今後において自治体内分権のしくみを導入する

自治体が留意すべき点を明らかにしたい。換言

するならば、本稿の問いは「制度を廃止した事

例から得られる教訓は何か」ということである。

さて、 2004年5月の地方自治法および合併特

例法の改正により、地域自治区制度や合併特例

区制度が導入されてからおよそ5力年力沫呈過し

た。そして、筆者の調査によると、 2009年8月

1日現在で地方自治法に基づく地域自治区制度

を導入している自治体が17、合併特例法に基づ

く地域自治区制度を導入している自治体が37、

合併特例区制度を導入している自治体が7、全

国に存在している,。さらに、三重県伊賀市や北

,なお、総務省がまとめた地域自治区および合併特例区をめぐる動向(総務省ホームページ「地域審議会

例区の設置状況(平成18年7月]日現在)」参照。 2009年7月現在。 ht中ゾ/四W.soumu.go.jp/g叩evindex.htmD

地域自治区・合併特

以降の主な変化は以
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海道北見市のように、独自の条例で地域自治区

制度に類似した仕組みを導入している自治体も

存在する。

このように、狭域自治を志向する制度の導入

が進んだ契機として指摘できるのは、やはり平

成の大合併の進展だろう。なぜなら、全国各地

の合併協議会での議論に目を向け直してみる

と、合併によって人口規模・面積規模が拡大し

た自治体では「住民と行政との距籬の拡大をど

うするのか」「周辺地区の住民の声が市政に反

映されなくなるのではないか」などの意見が出

され、合併をきっかけに狭域自治ヘの注目が高

まったと判断できるからである。そして、国レ

ベルでの答申にあるように、今後は合併後の自

治体のあり方が問われるわけであゆ、各地で継

続して白治体内分権のしくみの導入が検討され

るように思われる。

その一方で、こうしたしくみを導入したもの

の、機能不全の状況に陥っている白治体が存在

するのもまた事実である.。そして、本稿が取り

上げる甲州市のように、いよいよ地域自治区制

度を廃止する事例も現出しはじめた。そうであ

るならぱ、永続的な制度にも関わらず廃止を選

択した甲州市について検証し、今後において自

治体内分権のしくみの導入をめざす自治体が留

意すべき要諦を提示することには、一定の意義

を見出せるのではないか。

そこで、以下ではまず、本稿の分析視点とし

ての住民自治について触れておく。続いて、事

例としての甲州市における合併前後の概要およ

び合併過程を概説し、地域自治区制度の導入過
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程・運用実態・廃止過程のそれぞれを明らかに

する。そのうえで、一連のながれにおける問題

を整理し、検証から得られる教訓を提示したい。

なお、本稿はあくまでも制度廃止要因の特定

と自治体内分権のしくみを導入する際の留意点

の明確化に主眼を置くものであり、決して甲州

市の地域自治区制度を批判することがねらいで

あるわけではない点にあらかじめ留意されたい。

自治体内分権と住民自治

1.1

そもそも、「自治体内分権」という表現に関

しては、「都市内分権」や「地域内分権」など

類似するものもあるが、その意味内容は基本的

に同じととらえて差し支えないだろう。そのた

め、本稿では便宜的に「自治体内分権」という

表現を用いることにしたい'。

さて、自治体内分権に関しては、「地方白治

の分野における他の多くの言葉と同様に、時代

の変遷に伴って、自治体改革の目標になるたび

に、その意味するところが変化してきた山ので

あり、明確な定義をもっているわけではない。

そのため、論者によってさまざまな捉え方がな

されている。たとえば、Vロウデスは、行政サー

ビスの質的改善を目的としてサービス供給に関

する一定の責任と権限を地区の行政組織に移譲

する「管理上の分権」、および地域民主主義の

強化・成熟のために一定の政策決定権を地区の

自治体内分権のふたつのながれ

下のとおりである。2006年10月1日:長野県伊那市が旧伊那市区域に地方自治法に基づく地域自治区制度を導入。2007年4月1

日:長野県飯田市が旧飯田市区域に地方自治法に基づく地域自治区制度を導入。2008年3月31日:岩手県一関市が合併特例法
に基づく地域自治区制度を終了。同日:山梨県甲州市が地方白治法に基づく地域自治区制度を廃止。2008年10月6日:熊本県
熊本市が編入合併した富合町に合併特例区制度を導入。2009年4月1日.新設された宮城県日南市が地方白治法に基づく地域自
治区制度を導入。

0 第29次地方制度調査会は2009年6月16日に『今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申』を公表した。この
答申は、市町村合併について、自治体の行財政基盤の強化は依然として課題であるものの、これまでと同様の手法による合併
促進には限界がある、と指摘している。また、地域自治区に関しては、「小さな自治」への対応として積極的に活用すべきであ

ると詣っている一方で、制度内容の見直しの必要性についても言及している(第29次地方制度調査会『今後の基礎自治体及び
監査・議会制度のあり方に関する答申』 20仭年、 2~ 12ページ参照)。

,もちろん、愛知県豊田市のように自治体内分権のしくみを活かして合併後のまちづくりに取り組んでぃるところもあるが、こ

れはむしろ稀有な事例であろう。なお、豊田市における合併後のまちづくりに関しては、以下のものを参照されたい。同志社

大学大学院総合政策科学研究科今川ゼミ「地域自治区の挑戦一豊田市足助地区を事例として(1)」『地方自治職員研修』第39
巻第3号、 2006年、 89~91ページ。同「地域自治区の挑戦一豊田市足助地区を事例として(2)」『地方自治職員研修』第39巻
第4号、 2006年、 89 ~ 91ページ。

、なお、一般的には「都市内分権」という表現が用いられるように思われるが、厳密に考えるとこの表現は「都市」の自治体の
みに当てはまることになろう。そして、本稿が「自治体内分権」という表現を用いたのは、のちに事例として取り上げる甲州
市が人口規模や産業基盤を考慮すると「都市」に該当するか否かで議論の余地があると思われたからである。
'岩崎恭典「都市内分権の現在・過去・未来」『都市問題』第舛巻第4号、 2003年、 5ページ。
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協議会に移譲する「政治上の分権」というふた

つのながれから自治体内分権は構成される、と

説いてぃる'。また、わが国では名和田是彦が、

広域化した自治体の区域をいくつかの地域に区

分し、そこに役所の支所を置くにれを「分散」

という)とともに、民主的代表としての性格を

もった住民組織を置くにれを「分権」という)

しくみが自治体内分権である、という認識を示

してぃる,。さらに、関西社会経済研究所と東北

開発研究センターが共同で取りまとめた研究報

告書には、自治体内分権は「行政の支所等ヘの

権限・財源を移譲する行政組織内分権と、地域

の白治組織などに権限・財源を移譲する地域分

権の総称」.として位置付けられている。

このようにみてみると、白治体内分権は大き

くふたつのながれから捉えられるように思われ

る。それはすなわち、①白治体の本庁行政組織

から、わが国でいう支所・出張所などの地域行

政組織ヘの権限移譲・財源移譲という「行政組

織内分権」のながれ、および②本庁行政組織か

ら、地域住民によって構成される協議会などへ

の権限移譲・財源移譲という「地域の協議会ヘ

の分権」のながれ、である。そして、地域自治

区制度や合併特例区制度に関しては、地域の事

務所および地域住民による協議会組織の設置を

要請していることからも、こうしたふたつのな

がれを汲むように設計されていると判断できょ

つ0

自治体内分権のしくみを導入する際の留意点

成熟、というふたつである0。

このうち、前者に関していうと、「行政組織

内分権」は具体的に本庁行政組織の首長から地

区行政組織の長に対する地域予算執行権や裁量

権などの意思決定権の移譲を進めることに相当

しよう。そして、このながれの分権を推進する

ことで、地域住民に対して供給されるサービス

内容をより地域住民の二ーズに即したものへと

改善することがねらいとなる。

他方、後者に関していうと、「地域の協議会

への分権」はたとえば自治体の長その他の機関

に対して地域の意向の伝達が地域の協議会に認

められてぃること、あるいは一定の枠内での地

域の諸問題に関する意思決定が地域の協議会に

認められていること、などに相当しよう。すな

わち、権限移譲に加えて、行政によるエンパワー

メントの意味合いも含まれることになる。そし

て、このながれの分権を進めることにより、地

域住民自身で地域社会の課題に対する解決策を

協議し解決していくといった地域民主主義の強

化がねらいとなるのである。

視点としての住民自治
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1.2

このように、自治体内分権をふたつのながれ

から捉えるならば、そこには同時にふたつのね

らいが包含されているとみることができる。こ

のことは、とりわけ先のV.ロウデスの議論にお

いて明示的であろう。すなわち、①行政サービ

スの質的改善、および②地域民主主義の強化

自治体内分権のねらい

6 See vivien Lowndes, DecentTalisation : The potentlal and the pitfa11S,ιOcal G0νιlhJ"eπt pohιy uakihg, V01.18, NO.4,1992, PP.53 - 54. see

Vivien Lowndes, DecentTalisation : The continuing Debate,ιOcal GO、,erπ"1e"1Pohの, uakmg, V0120, NO.4,1994, PP.1 - 2
,名和田是彦『コミュニティの法理論』創文社、 1998年、 19 ~ 20ページ参照。

*財団法人関西社会経済研究所・財団法人東北開発研究センター『広域地方政府化とコミュニティの再生に関する研究一各地域
の特性を生かした自治システムの再編一』 2005年、 294ページ。
0 なお、行政組織内分権は「行政サービスの質的改善」以外にも、「地域における説明能力の強化」、「地域ごとの目的の達成」、「政
冶的認識の促進」、「職員の育成」、「コスト管理」などがねらいになるという(see Danny Bums, Robin Hambleton and paul

Hoggett,7hι Poh11Cs qf'Decehひahsalioh . RevilahsiπgιOcalDιmocracy, The MacmiⅡanpress LTD,1994, PP.87-8幻0
円第27次地方制度調査会『今後の地方自治制度のあり方に関する答申』 2003年、 Bページ0

1.3

先に確認したように、本稿で取り上げる自治

体内分権のしくみとしての地域白治区制度は、

自治体内分権のふたつのながれを包含するもの

であった。そして、制度導入の起源ともいえる

第27次地方制度調査会の答申にもみられるよう

に、この制度における地域協議会は以下のよう

な位置づけが与えられている。すなわち、「住民

に基盤を置く機関として、住民及び地域に根ざ

した諸団体等の主体的な参加を求めつつ、多様

な意見の調整を行い、協働の活動の要となる上0

と。このことをふまえると、地域協議会は住民

自治の強化を志向するものと理解して差支えな

いだろう。また、その後においても、全国町村
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会の報告書や第29次地方制度調査会の答申など

のなかで、合併後の新自治体で住民自治を強化

するために地域自治区制度の導入が誕われてい

るのである"。

そこで、本稿では自治体内分権のふたつのな

がれのうち、とりわけ「地域の協議会ヘの分権」

というながれに注目し、住民自治の視点からこ

の制度を検討していくことにしたい。というの

も、自治体内分権が真に機能するか否かは、究

極的には権限の受け皿としての地域コミュニ

ティのあり様に左右されると思われるからであ

る。そのため、以下の甲州市の事例検証では、

地域自治区制度の導入・運用・廃止という一連

の過程で、この制度における地域協議会は果た

して住民自治の強化につながるのか、という点

に着目したい。

よって誕生した。そして、のちにみるように、

この合併では主に東山梨地域の6市町村が関係

しており、この6市町村の位置関係および山梨

県全域における合併後の甲州市の位置関係をこ

こで確認しておくと、図表1のとおりである。

ちなみに、一連の合併過程において、早い段階

から地域自治組織の導入を提唱していたのは勝

沼町であった。これは、のちに詳述するように、

勝沼町としては合併後もこれまで培ってきた地

域の独自性を残したいという意向を有していた

ことに由来する。そこで、ここではまず、合併

前の3市町村の概要、および勝沼町のまちづく

り活動の展開を確認しておこう。

①合併前の3市町村の概要

合併前の3市町村について、人口、世帯数、

面積および地域特性を整理したのが、図表2で

ある。この図表からも把握できるように、人口、

2.事例としての甲州市 世帯数、面積ともに3市町村のなかでは塩山市

が突出していた点を特徴として指摘できる。

2.1 合併前の甲州市 このうち、塩山市は歴史文化遺産や自然遺産

などの地域資源が豊富であり、主要産業は気象

現在の甲州市は、塩山市、勝沼町、大和村の条件を生かした果樹栽培であった。また、勝沼

町は長年にわたるブドウの栽培によって誕生し3市町村で2005年Ⅱ月]日に行われた合併に

図表1 6市町村の位置関係(左)と山梨県全域における甲州市の位置関係(右)

1'

荘旺

"全国町村会道州制と町村に関する研究会『「平成の合併」をめぐる実態と評価』 2008年、106ページ参照。第29次地方制度調査

会『今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申』 2009年、10~Ⅱページ参照。

拶
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奨

出典(左):東山梨地域合併協議会ホームページより。2009年7月現在。

h如:ノノWwwgappei、archive.OTg/db/19yamω11hlgasvdatω介Uitcountry・back・index.hhnl
出典(右):甲州市ホームページ「甲州市について」より。 20仭年7月現在。

http:ノノWWW.city.koshu.yamanashlJP/koshu_wdlwhtmvheat・press/index.html
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人口

世帯数

面積

地域の

特性

自冶体内分権のしくみを導入する際の留意点

歴史、文化、自然などの地域資

源を活用してまちづくり活動を

展開

毛却司

た「勝沼ワイン」で有名であり、合併後の現在

でも勝沼ブランドは全国的に知名度が高い。そ

して、大和村はそば切り発祥の地として有名で

あり、また甲斐の武田家終爲の地としても知ら

れており、数多くの史跡や文化財が今でも残っ

ている。

②勝沼町のまちづくり活動の展開

さて、この3市町村のうち、ここでは勝沼町

のまちづくり活動の展開を確認しておこうn。

そして、勝沼町に関しては、おおきく3つの側

面からまちづくり活動の展開を把握することが

できる。そのひとつめが「イベント開催型のま

ちづくり」であり、果樹農家やワイン産業関係

者などが毎年「ぶどうまつり」など各種のイベ

ントを開催し、勝沼町行政当局はこれらに関連

した観光施設の整備などの役割を担ってきた。

また、ふたつめが「懇談会型のまちづくり」で

ありB、具体的には勝沼町行政当局が勝沼町の

将来について話し合う場を定期的に設置し、住

民がそこに参加するかたちで、住民と行政が勝

沼町のまちづくりを議論してきたのであるN。

図表2 合併前の3市町村の概要

26,126人

ヰ認

8β53世帯

謡

18475k市

'旺

ヨリ

自治公民館活動や農業関係者に

よるまちづくり活動が盛ん

9,258人

2,685世帯

35.88k市

村全体が一丸となって観光を中

心としたまちづくり活動を展開

そして、 3つめが「白治公民館活動によるまち

づくり」であり"、具体的には「地域会話の場」

「地域の和、娯楽の場」「地域づくりゃ学習の場」

の3つを活動のねらいとし、住民自身が講師に

なり、また受講生になるかたちで舞踏や華道な

どの生涯学習活動を進めてきたのである。

このように、勝沼町ではこれまでにも独自の

まちづくり活動を展開してきたのであった。と

はいうものの、その性格は必ずしも地域課題の

発見と解決を意図するものではなかったという

点には、留意する必要がある。
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※人口、世帯数、面積は2000年国勢調査による

麺

1,541人

畷瓢

509世帯

4339k市

0 ここでは、勝沼町のまちづくり活動の展開を『広報かつぬま』に依拠して把握を試みた。しかしながら、実態把握としては不

十分なところがあるのも否定できない。そのため、今後の研究においては、より精確な実互財酎屋につとめることにしたい。

B 勝沼町の地域懇談会については、勝沼町『広報かつぬま』1998年3月号、 2~5ページ、を参照した。
,.総合計画など各種の計画策定時にも、町長が自ら住民とひざ詰めするかたちで地域懇談会を開催し、各地域の意向や要望を吸
収して計画策定に反映してきた。また、今回の合併に際しても地域懇談会を何度も開催し、合併に対する住民の意見聴取につ
とめてきたわけであり、このときには合併の枠組みゃ合併後の行政サービスのあり方などについて意見が出された(勝沼町『広

報かっぬま』 2002年2月号、 2~4ページ参照。同『広報かつぬま』 2002年7月号、 10ページ参照。同『広報かつぬま』 2003年
2月号、 4ページ参照。同『広報かつぬま』 2004年9月号、 6~フページ参照)。

"勝沼町の自治公民館活動は、1971年に勝沼町が独自の自治公民館制度を設けたことに由来するものであり、この制度ではおお

むね100戸から200戸を目安に町内で18の自治公民館を設置し、「自分のことは自分でやる」を標語にそれらの管理・運営を住民

自身が担ってきた歴史がある。なお、勝沼町の自治公民館制度については、勝沼町『広報かつぬま』1993年Ⅱ月号、 2~4ペー
ジ、を参照した。ちなみに、この自治公民館は社会教育法上の「公民館」ではなく、同法第42に規定されている「公民館類似

施設」である。そして、合併後の現在でもこの枠組みは残されている。

M 甲州市の合併過程については、以下のものを参照した。山梨県地方政治研究会「山梨県の市町村合併についての実証研究一住

民にとっての市町村合併の意味一」『自治研やまなし』第6号、 2007年、 43~46ページ。立石芳夫「地域自治区設置自治体に

おける合併過程(上)」『三重法経』第B0号、 2008年、 57 ~ 59ページ。

2.2 3市町村の合併過程

甲州市は結果的に3市町村の合併により誕生

したが、合併に至るまでにはさまざまな粁余曲

折がみられ、こうした動向が導入された地域自

治区制度にも少なからず影響したとみることが

できる。そこで、この合併過程について、
^^

、^、^

で概観しておくことにしようM。なお、一連の

合併過程は、図表3のとおりにまとめられる。

'
'

、
る

、
牢
写語理
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99年

T酷

00年

11月15日

02年

抽

12月26日

3月11日

11月28日

03年

.

04年

3月28日

11月14日

塩山市、山梨市、春日居町、牧丘町、勝沼町、Ξ富村、大和村の7市町村と県

の職員が合併につぃて意見交換を行う「東山梨地域合併研究会」を設置

図表3

.

1'

3月3日

6月17日

7月22日

7月28日

8月26日

9月8日

11月5日

12月27日

7市町村で「峡東地域市町村合併検討・協議会」(任意協議会)を設置

甲州市の合併過程

春日居町が任意協議会を離脱

塩山市、山梨市、牧丘町、勝沼町、Ξ富村、大和村の6市町村で「東山梨地域

合併検討・協議会」を設置

6市町村で

6市町村で

丁~湛テ,虫

05年

6市町村それぞれで実施した住民意向調査の結果を公表

法定協議会の新市名称検討小委員会にて意見対立

第11回法定協議会で新市名称に関して無記名投票を実施

山梨市が法定協議会から離脱

牧丘町が法定協議会から離脱

Ξ富村が法定協議会から離脱

塩山市、勝沼町、大和村で法定協議会の継続を決定

法定協議会で合併目標期日を翌年れ月1日と決定

「東山梨地域合併検討・協議会」(任意協議会)を設置

「東山梨地域合併協議会」(法定協議会)を設置

2月22日

2月24日

11月1日

① 3市町村の枠組みに至るまでの経緯

現在の甲州市は塩山市、勝沼町、大和村によ

る合併で誕生したが、元来は東山梨郡の7市町

村(塩山市、山梨市、春日居町、牧丘町、勝沼町、

三富村、大和村)による枠組みが起源であった。

まず、 1999年Ⅱ月15日に7市町村と県の職員が

合併の意見交換を行う「東山梨地域合併研究会」

が設置され、合併にむけた研究が始まった。そ

の後、 7市町村の枠組みで研究が進み、2000年

12月26日には、各市町村の首長や議長レベルで

合併問題を協議する「峡東地域市町村合併検討

協議会」(任意協議会)へと発展したのである"。

しかし、 2002年3月Ⅱ日には、春日居町がこ

の任意協議会から離脱を表明したW。このうご

きにより、 7市町村の枠組みは足並みの崩れを

余儀なくされ、一度この合併は白紙になった。

その後、およそ7力月を経て、残された6市町

合併調印式を開催

各議会において合併議案が可決

3市町村の合併により、甲州市が誕生

村はⅡ月28日にあらためてインフォーマルなか

たちでの「東山梨地域合併検討・協議会」を設

置するにいたるのである。

2003年には、 3月28日に「東山梨地域合併検

討・協議会」が任意協議会ヘ、 H月14日には法

定協議会としての「東山梨地域合併協議会」ヘ

の移行が実現した。すなわち、新たな枠組みに

おいては、合併の実現にむけて順調に協議が進

んでいくかにみえたのである。

2004年には合併をめぐる住民アンケートが実

施され、その結果は合併賛成が全体で6割を占

めた。ところが、 6月17日に開催された新市名

称検討小委員会で、塩山市、三富村、大和村の

委員が新市名に旧市町村名を入れない主張をし

たのに対し、山梨市、牧丘町、勝沼町の委員は

これに反対し、新市名をめぐる対立が表面化し

た。その後、議論は平行線をたどり、 7月22日

の合併協議会で無記名投票を実施し、旧市町村

0 この協議会の名称に「峡東地域」と付されたのは、合併の枠組みを東山梨地域に限定せずにより広い視野で検討すべきである、

という意見が出されたことに由来する(山梨日日新聞2000年12月27日付朝刊参照)。
,.このうごきは、東八代郡での合併にむけて「東八代合併研究会」を設置して研究を進めてきた石和町、御坂町、一宮町、八代町、
境川村、中道町、芦川村、豊富村による8町村の枠組みへの加入を春日居町が決めたことに由来する。
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名を外すことが決まった。しかし、これに反発

した山梨市は7月28日の合併協議会で雛脱を表

明し、このうごきに同調して8月26日には牧丘

町が、 9見 8日には三富村が離脱を表明したの

である股。こうして、東山梨地域6市町村によ

る合併の可能性は、この時点で完全に消滅する

ことになった。

自治体内分権のしくみを導入する際の留意点

② 3市町村の枠組みでの再出発以降

その後、およそ2力月の空白期間を経て⑳、

Ⅱ月5日に塩山市、勝沼町、大和村の3市町村

で法定協議会としての「東山梨地域合併協議会」

を継続させ、この時点から3市町村での合併の

実現をめざすことになった。そして、その後の

協議の過程において、地域自治組織を旧市町村

単位で設置することなどが決められていったの

である。また、12月27日の法定協議会においては、

合併の期日が2005年Ⅱ月1日に決められた幻。

2005年に入ると、再度の住民意向調査の実施

を求める声が勝沼町で上がるなどのうごきが

あったものの、結局3市町村とも住民アンケー

トなどは行われることはなかった。そして、そ

の後はⅡ月1日という期限までに合併を実現さ

せるため、2月22日には合併調印式の開催、翌々

日の24日には各議会での合併議案の可決、それ

以降には協議会での確認作業が繰り返し行われ

た。そのうえで、この地域で合併の話力斗寺ち上

がってからおよそ6年の歳月を経て、ようやく

甲州市というかたちでの合併が実現したので

あった。

う点である。そして、のちにみるように、この

点が地域自治区制度の制度設計に影響を与える

ことになる。

2.3

先に確認したように、現在の甲州市は粁余曲

折した合併過程を経たのちの2005年Ⅱ月1日に

誕生した。そして、甲州市は山梨県全体からみ

ると北東部に位置し、 2009年6月1日現在で人

口は35β95人、世帯数はB,085世帯、面積は
264.olk'となっている。主要産業は果樹栽培を

中心とした農業であり、歴史や文化を基盤とし

たまちづくり活動を合併後も継続して展開して

いるところである記。

合併後の甲州市の現況

93

③甲州市の合併過程のポイント

まで概観してきた甲州市の合併過程に関
^^

、^、^

しては、以下の点がそのポイントとして指摘で

きるように思われる。すなわち、「甲州市誕生

にいたるまでに合併過程が粁余曲折し、最終的

には1年という期間で合併を実現させた」とい

3 地域自治区制度の導入・運用・廃止

3.1 地域自治区制度の導入過程

円このように、山梨市の合併協議会雜脱を受けて牧丘町と三富村が同調したのは、これら3市町村は生活圈が一致しているとと
もに、各種の公共サービスも共同実施してぃるものが多かったからであるという(立石芳夫、前掲論文、59ページ参照)0
⑳ここで2ケ月問の空白があったのは、勝沼町議会が大和村議会に塩山市を除いた2町村合併の実現を打診するうごきがあり、そ
れに対して塩山市の説得が行われるなど、首長や議長らによる水面下での駆け引きが繰り広げられたことに由来するという(立
石芳夫、前掲論文、 59ページ参照)。

刀これは、果樹の収穫や各種イベントが開催される8月から9月にかけての時期を避け、かっできるだけ早い時期での合併の実現
を探ったところ、こうしたスケジュールとなったことに由来するという(甲州市職員ヘのヒアリング調査による)。
力とりわけ、現在では勝沼町時代から取り組まれてきた、地域の歴史・文化・自然を楽しみながら散策するフツトパスに力を入れ、
この取り組みを甲州市全域に広け'ようと試みてぃる。なお、合併後の甲州市のまちづくりに関しては、地域資源の活用という
観点からの井上繁による紹介を参照されたい。井上繁「合併後の地域を診る山梨県甲州市」『地方財務』第655号、20仭年、
150 ~ 157ページ。

刀東山梨地域合併検討・協議会(任意、 6市町村)『東山梨地域合併検討・協議会会議録(第4回)」 2003年、 27~31ページ参照、0

①制度導入契機としての合併協議会

こうして合併に至った甲州市では旧市町村単

位で地域自治区制度が導入されたが、一連の制

度導入過程で早期から地域自治組織の設置を提

唱したのは、先に触れたように勝沼町だった。

そして、合併協議会での議論を中心とする地域

自治区制度の導入過程をまとめたのが図表4で

あり、このながれにしたがって詳細をここで

追ってみることにしよう。

まず、勝沼町が地域自治組織の問題を合併協

議会における議論の俎上にあげたのは「東山梨

地域合併検討・協議会」、すなわち2003年9月9

日に開催された6市町村による任意協議会の第

4回目の会議においてだった刀。ちなみに、第

27次地方制度調査会がその中間報告において合
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第4回(任意、 03年9月9日)

第3回(法定、 03年12月4日)

_讐乱燮斧

その後

師望Ξ゛虻リ

04年9月から 11月

図表4 地域自治区制度の導入過程

i'

凡^'モ郭琴'鶚孫寺
史,笹ヨ、「'塁亜当J

哲司

.勝沼町が地域自治組織の設置を提唱

⇔他の市町村の委員の反応は良好ではなかった(=第27次地方制

度調査会の中間報告が公表されたのみの時期で、内容や意義が

理解されず)

.6時間にわたる議論の末、合併協定項目の記述を勝沼町の意向に

沿う形で修正することにより決着

.勝沼町がたびたび地域自治組織について検討することを要請

.垂血

その後

亀遷電 異喫畢1紗錨恐E、゛1自三1婆f1島モ乱"、1謬工1ゞ遜見談す語1鞍望ミ會1嘉覗礁弓、1江11壁慧,

併の局面での地域自治組織について言及したの

は同年4月30日、また最終報告においてあらゆ

る局面での地域自治組織の導入について言及し

たのはⅡ月B日であり、時期的に重複している

点には留意を要する。

そこで、この第4回任意協議会での勝沼町の

提案と他の協議会委員によるそれへの反応を概

観しておこう。このときの勝沼町の地域白治組

織の提案は、その要点は突き詰めると以下の3

つにまとめられるN。

皿合併の期日が1年後に迫っており、地域自治区制度の導入を強く

主張する勝沼町ヘの譲歩として水面下で導入が政治決着

⇔合併後の地域自治形成手段である地域自治組織はその導入が目

的となる

=手段の目的化、規模が突出した塩山市を区分する制度設計もな

し

.合併協議会で地方自治法に基づく地域自治区制度の導入が決定

※ただし他の業務の調整があるため、制度の詳細(具体的な制度設

計、将来構想、他団体との関係などの整理)は先送りさせざる

をえなかった

. 合併によって生じることが予測される①周

辺地区の衰退、②住民自治の阻害、③議員

を選出できない周辺地区の発生、④地域個

性の希薄化、を防ぐために新たな自治シス

テムを設置する。

新たな自治システムは、地区住民から構成

される「地域振興議会」、および支所より

も権限の強い「地域振興局」から構成され

る。

合併後の市議会には、当面のところ旧市町

村単位での選挙区制を導入する。

.

サービスを担当するとともに地区予算を保有

し、この組織の長には特別職の局長を設置する

ことが詣われていた。また、地域振興議会は地

区予算の審議・承認とともに地域審議会的な役

割を果たし、委員の選出には公選制を採用する

ことが決められていた。そして、このしくみを

導入することにより、①周辺部の衰退の回避、

②地域振興局の設置によって行政に住民の声が

届きにくくなる弊害を除去、③地域ごとの住民

参加の機会の確保、④地域の個性や特性を合併

後も維持、⑤広域連合を採用した場合の問題点

(住民関与の希薄性、政策決定の遅れ)を克服、

という5点が期待される効果として提示されて

いたのだった。

このしくみからもうかがえるように、勝沼町

の姿勢というのは、小さな本庁と充実した地域

振興局を基盤にして分権・ネットワーク型の新

自治体をめざすものだった。その意図は、合併

後の勝沼地区の活性化、および地区内部の地域

課題の発見と解決であったといえよう。ただし、

その一方で、将来的な展望から判断すると合併

そのものは避けられないものの、合併構成市町

村のなかでは人口規模・面積規模ともに劣って

おり、こうした状況下においてもなお勝沼町と

.

このうち、地域振興局は住民に身近な行政

N 勝沼町「新市における自治システムの構想」 2003年、 1~ 10ページ参照。
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しての独自性を何とかして維持したかったとい

う事情も背景として見出すことができる。この

ことは、勝沼町が長年にわたって果樹栽培やワ

イン生産などをとおして築き上げてきたまちづ

くりの歴史や誇りに起因する。

さて、こうした提案に対し、他の市町村の協

議会委員からは必ずしも良好な反応が得られた

わけではなかった。すなわち、任意協議会会長

である中村照人氏(山梨市長)は現行法上での

導入可能性に難色を示し、委員である芳賀和夫

氏(牧丘町、学識経'験者)は地域振興局の導入

に対して反対である姿勢を表明した。そして、

こうした姿勢に関しては、この時期にはまだ第

27次地方制度調査会の答申も出されておらず、

また地方自治法や合併特例法の改正も行われて

いなかったという事情に由来する部。そのため、

地域自治組織の内容に不明確なところが多く、

その意義が理解されなかったのであった。

自冶体内分権のしくみを導入する際の留意点

地域自治組織を導入する意義をめぐっておよそ

6時間にもわたる議論が交わされた。このとき

には、勝沼町が提唱するしくみを導入する必要

性は感じている、という意見とともに、法制Hヒ

されてぃないにもかかわらず導入は困難であ

る、といった意見も他の市町村の合併協議会委

員から出された。そして、結果的には資料の文

言を下記のとおり修正し、合併協議会として承

認することで議論が決着した。すなわち、「合

併前の旧市町村の区域ごとに地域審議会(地域

協議会)を設置する。なお、第27次地方制度調

査会の最終報告に基づく、国による地方自治組

織の法制化を視野に入れ、新しい自治システム

を導入するよう検討する」と。

その後、第4回(20偶年12月22日開催)、第9

回(2004年5月28日開催)と再三にわたって勝

沼町の合併協議会委員から地域自治組織につい

て検討することが合併協議会において要請され

た力。その一方で、この時期には地方自治法お

よび合併特例法の改正もあり、いよいよ地域自

冶区制度や合併特例区制度の概要が明らかに

なってきた。とはいうものの、この合併協議会

の場では、法改正を見据えて今後も議論を継続

していく、などの合意が得られたにすぎず、議

論は平行線をたどっていったのだった。

しかしながら、 2004年7月以降に山梨市、牧

丘町、三富村が相次いでこの合併協議会から離

脱したのは先に確認したとおりである。そして、

このうごきののちには、 3市町村という枠組み

になった「東山梨地域合併協議会」で地域自治

組織の問題が議論されることになった。ただし、

この枠組みでの法定協議会においては、2005年

Ⅱ月1日を期日にして合併を実現させることが

大前提であった。そのため、地域自治区制度を

導入するか否かは水面下において政治レベルで

の調整が図られたという閉。具体的には、長期

にわたって地域自治組織の導入を提唱していた

勝沼町に対し、塩山市と大和村が合併実現のた

めに譲歩したものと推察される。こうして、 3

市町村の枠組みでの法定協議会では、地域自治

組織を導入するという前提で議論が進むことに

②合併協議会におけるその後の議論

その後も、 6市町村での合併協議会、および

3市町村という枠組みになって以降の合併協議

会においても継続して地域自治組織の問題が議

論され続けた。そこで、ここでは主だった議論

を取り上げて概観しておくことにしよう。

まず、 6市町村の法定協議会である「東山梨

地域合併協議会」では、 2003年12月4日に開催

された第3回目の会議においてこの問題が議論

されることになった鮖。ここでの議論の発端は、

合併協議会事務局が提示した合併協定項目の資

料において、地域自治組織が「地域審議会」と

して記載されていたことに対する賛否であっ

た。なお、ここで「地域審議会」と記載されて

いたのは、同年Ⅱ月B日に公表された第27次地

方制度調査会の答申のなかで地域自治組織につ

いて言及があったものの、この時点では地域自

治区制度や合併特例区制度は法制化されていな

かったことに由来する。そして、勝沼町の合併

協議会委員は白分たちが導入を提唱する新たな

自治システムは、地域審議会とは全く異なるも

のであると主張し、この文面およびそもそもの

95

舗甲州市職員ヘのヒアリング調査による。また、東山梨地域合併検討・協議会(任意、 6市町村)『東山梨地域合併検討・協議会

会議録(第4回)』 2003年、 30 ~ 31ページ参照。
而東山梨地域合併協議会(法定、 6市町村)『東山梨地域合併協議会会議録(第3回)」 2003年、14~37ページ参照。
力東山梨地域合併協議会(法定、 6市町村)「東山梨地域合併協議会会議録(第4回)』2003年、 4~6ページ参照。同『東山梨地
域合併協議会会議録(第9回)』 2004年、10~ Bページ参照。

閉甲州市職員ヘのヒアリング調査による。
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なった。このことを裏付けるように、この枠組

みでの第1回法定協議会(2004年Ⅱ月5日開催)

では新市において地域自治組織を設置すること

が合併協定項目の基本方針として確認されてい

iξ) 29。

③地域自治区制度導入過程のポイント

ここで注目しておきたいのは、もともとは「合

併後の地域自治をいかにして形成するか」とい

う問題意識に基づくひとつの手段であった地域

自治組織は、 3市町村の枠組みでの合併協議が

再開した時点で、地域自治組織の導入そのもの

が目的となってしまった点である。まさに、手

段の目的化であり、今井照の言葉を借りるなら

ば「市町村合併に伴う軟着陸化手段山0ヘと変貌

したのであった。このことを裏付けるかのよう

に、その後の法定協議会では「導入ありき」と

いう合意が得られていたために、 6市町村での

枠組みとは打って変わってスムーズに議論が進

み、制度内容の確認程度の作業にとどまった。

そのため、この過程でのポイントとしては、「地

域自治形成手段としての地域自治組織は、合併

を実現させるためにその導入自体が目的となっ

た」という点を指摘することができる。

さらに、 1年問という限られた期間内に3市

町村の行政事務の調整作業を行わなければなら

ず、地域自治区制度の詳細を検討する時間的な

余裕は乏しいという事情があった。換言すると、

地域協議会の役割をはじめとする具体的な制度

設計、制度をどのように機能させるかという将

来構想、自治会(この地域では「区会」と呼ぱ

れている)をはじめとする既存の地域活動団体

との関係、などが未整理のまま先送りされてし

まったのだった。

もっとも、こうした状況の一方で、勝沼町行

政当局は独自に「地域自治区研究会」を設置し、

ここに区長会長、自治公民館長、合併協議会委

員などが参加して合併後の勝沼地域自治区のあ

り方について議論を重ねた。さらに、勝沼町行

政当局は合併後の勝沼地域白治区をさらに4地

区(小学校区)に分け、それぞれの地区に区長会、

1' 哲司

自治公民館長、地区住民、団体代表などから構

成される「地区振興会」を設置する構想も有し

てぃたのである釘。しかし、こうした耳又り組み

も合併後の地城協議会の活動には寄与するとこ

ろが少なかった。とりわけ、後者の「地区振興会」

構想は設置にまでは至らなかったのであった。

3.2

①実際の地域自治区制度と制度設計

勝沼町が導入を強く主張していた地域自治組

織であったが、結果的には地方自治法に基づく

地域自治区制度というかたちで落ち着いた。そ

して、この制度の詳細を規定していたのは、現

在は廃止された「甲州市地域自治区設置条例」

である。

そこで、この条例を参照してみると、独自の

制度設計を施している点としては、地域協議会

の委員について一定数の割合で公募委員を設け

ている点、および特定のテーマについて調査

研究する目的で地域協議会のなかに部会を設置

できる点(結果的に置かれることはなかった)、

などが指摘できるように思われる。ちなみに、

地域協議会の委員の定数に関しては、塩山地域

協議会は20人、勝沼地域協議会は16人、大和地

域協議会はB人であり、どの地域協議会でも元

議員や地縁団体関係者(地区ごとの推薦による

委員)などが就任した。このようにみてみると、

地区予算の審議権の保有などを想定していた当

初の勝沼町の構想から地区権限は減退してし

まったといえよう。

地域自治区制度の運用

"東山梨地域合併協議会(法定、 3市町村)『第]回東山梨地域合併協議会議事'剥 2004年、 9~ 10ページ参照。
諦今井照『「平成大合併」の政治学』公人社、 2008年、 B1ページ。

刃この地区振興会では、各地区の将来計画づくりゃ必要な地域活動の展開などが予定されていた。しかし、この振興会に大きな

意義を見出すことは困難であり、また設置によるメリットも不明確であったことから「屋上屋となる」という批判が出され、
実際には導入されなかったという(甲州市職員ヘのヒアリング調査による)。なお、地区振興会構想、については、勝沼町『広

かつぬま』 2007年5月号、 6ページ、を参照した。

②勝沼地域協議会の活動実態

もっとも、重要なのはその運用実態である。

そこで、勝沼地域協議会が活動しはじめた2006

年4月21日から地域自治区制度が廃止される

2008年3月末までのうごきを概観しよう。この

およそ2年にわたる活動をまとめたのが、図表

5である。この図表にあるように、勝沼地域協

議会はおよそ2力月に1回のぺースで休日以外

一
一
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第1 回

第2回

第3回

第4回

第5回

第6回

第7回

臣

懸

自治体内分権のしくみを導入する際の留意点

正副会長の選出、今後の会議開催方法などを議論(4月21日)

勝沼地域総合局の概要と予算にっいて担当者と意見交換(5月17日)

市政および担当者の市政解説と意見交換(7月12日)

地区要望につぃて担当者と意見交換(9月22日)

勝沼地域自治区のまちづくりについて意見交換(11月29日)

甲州市総合計画などにつぃて担当者と意見交換(1月28日)

勝沼地域総合局の見直し案にっいて担当者と意見交換、勝沼地域自治区のまちづくりに
つぃて意見交換(3月7日)

IC工L r五

図表4 地域自治区制度の導入過程

第1 回

第2回

第3回

皇酷

勝沼地域自治区のまちづくりにつぃて意見交換(4月26印

甲州市総合計画につぃて担当者と意見交換(8月31日)

甲州市食育推進計画・事業にっいて担当者と意見交換、自治公民館のあり方にっいて意
見交換(11月22日)

甲州市果樹農業振興対策につぃて担当者と意見交換(1月29印

市長の地域自治区制度廃止の説明(3月26日)

第4回

第5回

丑工'

の午後の時問帯で開催される会議の場が設置さ

れた。そして、そこでは大きくふたつの活動を

展開したのである。

そのひとつめは、総合計画をはじめとする各

種の計画や取り組みについて、事務局や市関係

者からの説明に対して委員が個々に意見陳述や

要望を行う、というものであった。ちなみに、

そこでの意見や要望というのは、具体的には「合

併後の行政サービスの低下を避けてほしい」「勝

沼町がこれまで築いてきた歴史に配慮された

い」「市行政当局として地域協議会の存在を重

視されたい」「勝沼地域自治区内に存在する既

存の4地区にも目を向けられたい」といったも

のであった。

ふたつめは、地域協議会の会議の進め方につ

いて議論することであった。というのも、地域

白治区制度が始まった初期の段階では、地域協

議会としてどのように活動すべきかが委員も事

務局も見当がつかなかったからである陀。その

ため、委員それぞれが勝沼地域自治区に対する

自らの想いを語り合うといったかたちで会議が

進んでぃった。その後、自治公民館活動や「ぶ

どうまつり」のあり方などについて意見交換す
ることになったが、依然として個々の認識を述

ベ合うにとどまる状況が続き、その成果が何ら

皿吐 キ0'リ

97

顎

かのかたちで反映されることも特にはなかった

のであった。

こうしたふたつの活動からも把握できるよう

に、地域協議会として自主的・自発的に市に対

して提案を行うこともなく、会議は事務局や市

関係者からの話題提供について意見交換する機

会にとどまってしまったのである。また、市行

政当局の側も勝沼地域協議会に対して諮問を行

うといったことも一切なかった。こうした状況

であるから、勝沼地域白治区内で活動する団体、

具体的には自治公民館活動を展開していた運営

協議会などとの連携も模索されることはなかっ

たのだった。

なお、勝沼地域協議会に限らず、こうした状

況は塩山地域協議会および大和地域協議会にお

いても同様であったという露。

③勝沼地域協議会の動向からいえること

このように、勝沼町が6市町村による枠組み

での合併協議会の時代から長きに渡って提唱し

続けて導入に至った地域自治区制度であった

が、制度導入後には当初の構想からしだいに禿

離していった。そして、勝沼地域協議会の活動

から判断するならば、大きくふたつのことが明

らかであるように思われる。

また、毎日新聞2008年3月26日付山梨朝刊参照、。朝日新聞2008年8月17日付朝刊参照。Ⅱ甲州市職員ヘのヒアリング調査による。

開甲州市職員ヘのヒアリング調査による。
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ひとつめは、冒頭で触れた点に関連して、地

域協議会の設置それ自体は必ずしも住民自治の

強化にはつながらなかった、ということである。

これは、勝沼地域協議会の活動が意見陳述など

に終始した点に裏付けられる。そもそも、地域

協議会の事務局も、地域協議会委員自身もどの

ように活動すればいいのかまったく見当がつか

なかったのであった。

ふたつめは、勝沼地域協議会では委員それぞ

れの立場もあり、地域協議会として一枚岩にま

とまることが困難であった、ということである。

これは、地域協議会委員のなかに地区推薦委員

がおり、また勝沼町時代から存在する4地区ご

とでも依然としてそれぞれの個性があり、「勝

沼地域自治区内に存在する既存の4地区にも目

を向けられたい」といった意見が出された点に

裏付けられるのではないだろうか。

三浦 哲司

長は「委員のアンケート結果を尊重せざるを得

ないと思、う。なるべく早く結論を出したい」叫と

言及した。こうした市長の意向に基づき、市行

政当局は地域自治区制度を廃止する方針を同年

3月21日までに固め"、 3月議会において田辺

市長は「甲州市地域自治区設置条例を廃止する

条例」案を提出したのである。そして、この議

案をめぐっては、 3月25日の議会定例会におい

て制度存続を望む勝沼地区選出議員と他地区選

出議員との間で反対討論と賛成討論とがたたか

わされてぃるので、その模様を確認しておこう。

すなわち、下記のとおりである%。

3.3

このように3地域協議会の活動が活発になら

ず、委員の姿勢も受け身であり続けたことから、

庁内では制度の見直し意見が出始めたのであ

る。すなわち、地域協議会が要望団体化してい

るのであれば、あえて地域自治区制度というか

たちを採用しなくても、別の方法でより有効に

地域住民の要望を聴くことはできるだろう、と

いう議論が起こったのだった。

しかしながら、市行政当局の判断のみで一方

的にこの制度を廃止させるのはあまりにも強引

に過ぎるという庁内での判断がなされた。そこ

で、 3地域協議会の全委員に対し、「地域自治

区制度を存続するべきか、廃止するべきか」と

いう無記名型のアンケート調査を2008年2月末

日に実施したのである。そして、その結果は以

下のとおりであった。すなわち、「廃止するべ

きである」という意見が25名、「存続すべきで

ある」という意見がB名、「無回答」が1名、「未

提出」が10名、という結果であった。ちなみに、

無記名型のアンケートであったため、勝沼地域

協議会委員16名がどのような意向を示したのか

は不明である。

このアンケート結果をふまえ、田辺篤甲州市

地域自治区制度の廃止過程

. 古屋匡三議員(勝沼地区)反対討論をさ

せていただきます。甲州市地域自治区設置

条例は、塩山・勝沼・大和地域における市

民と市の行政との協議を推進し、もって住

民自治の推進を図るためのものでありま

す。また、簡素で効率的な行政システムの

確立のためにも必要な施策であります。合

併して2年であり、まだまだ各地での協議

と公聴会を開催することなど必要だと思い

ます。また、議会にも、先ほども出ました

けれども、議会最終日に上程したというよ

うなことであれば、まだまだ議会での審議

が必要であります。今ここで、甲州市地域

自治区設置条例の廃止する条例を制定する

ことには反対するものであります。

岡武男議員(塩山地区)甲州市地域自治

区設置条例を廃止する条例制定について、

賛成する立場で討論いたします。地域の独

自陛を出し合い、合併時に地域自治区が設

置されたのでありますが、市民の声を吸い

上げる機関として機能は持っていました

が、開催回数を重ねる中で、協議会の委員

さんからも協議会の存在意義が薄れている

との指摘がありました。当局の言っている

地域自治区がなくても、地元の集会の頻度

をふやすことによって住民の意見を行政に

反映させるということですから、地域自治

区を廃止しても行政サービスには変わらな

いと言っている。その中で住民の意見を十

分吸い上げていただくことを強く要望し

て、賛成討論といたします。

訓山梨日日新聞2008年2月29日付朝刊。

"山梨日日新聞2008年3月22日付朝刊参照。

M 甲州市議会『平成20年甲州市市議会3月定例会会議ε剥 2008年、 242~243ページ。
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こうしたやり取りののち、「甲州市地域自治

区設置条例を廃止する条例」案の採決が行われ

た。そして、この採決結果について、 3地区選

出議員の立場を整理したのが、図表6である。

このように、勝沼地区選出の議員は賛成票を投

じなかったが、合併と同時に導入された地域白

治区制度はおよそ2年5力月という短命で姿を

消すことになったのだった。

ちなみに、 2008年4月以降には、甲州市では

新たに市内B力所において市長と市民の対話の

場としての「こうしゅう市民懇談会」が開催さ

れている37。

自治体内分権のしくみを導入する際の留意点

L.嘉盤蕪1

図表6 地域自治区制度廃止に対する議員の立場

、'拠誕1欝 1召",
9

3

為謹詩、江゛製鐙秘鷺武亀畷蹴

4

4.事例からの教訓

この甲州市の地域自治区制度めぐる一連のう

ごきから、今後において地域自治区制度をはじ

めとする自治体内分権のしくみを導入しようと

する自治体に対して、大きくふたつの教訓が得

られるものと思われる。なお、本稿で取り上げ

た甲州市については合併を契機として地域自治

区制度が導入されたが、自治体内分権のしくみ

は何も合併の局面に限って導入されるものでは

ない詣。また、先に耳又り上げた第29次地方制度

調査会答申にもあるように、合併は一段落した

のだから、今後は既存の自治体において自治体

内分権のしくみの導入力斗貪討されていくものと

推察される。そうしたことからも、ここで提示

する教訓には一定の価値を見出せるように思わ

れる。

燮熟瓢一 只暴&む
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筆老作成

①綿密な制度設計

教訓のひとつめは、自治体内分権のしくみの

「綿密な制度設言十」である。ここでは、もう

度甲州市の地域自治区制度廃止をめぐる一連の

ながれを振り返っておきたい。そして、これを

整理したのが図表7である。

図表7 廃止にいたるながれ

併

"この懇談会は、「市や地域の将来・課題などにっいて語り合い、市民と行政のパートナーシツプをっくること」が目的であり、
1年間かけて市内B 力所において開催されるものである。そして、筆者は2009年7月24日に市内塩山大藤地区で開催された懇
談会に参加した。このときには、地区住民の30名ほどが参加する一方で、甲州市行政当局からは市長をはじめ関係理事者が参
加した。そして、担当者から甲州市都市計画マスタープランの説明がなされたのちに、市行政当局者と住民との意見交換が行
われた。このときには、住民からは新たな果樹販売ルートの確保や果樹園における鳥獣被害に対する市ヘの対策などの要望が
出されていた。

胎牛山久仁彦「白治体政府と都市内分権一分権時代に求められる参加・協働と都市行政一」武智秀之編著賭"市政府とガバナンス』
中央大学出版会、 2004年、 129~ B2ページ参照。
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すなわち、もともとは東山梨地域の6市町村

による枠組みを中心にしてこの地域における合

併協議が進展したが、結果的にこの合併は実現

することはなかった。そして、この協議が破綻

した直後の2004年Ⅱ月5日からは、新たに3市

町村という枠組みでの協議を再開したものの、

合併予定日の翌年Ⅱ月1日までに残された時間

はおよそ1年であった。そのため、合併を実現

させるにあたっては当然ながら構成市町村によ

るさまざまな業務調整が行われる必要があり、

地域自治組織の問題に十分な時間を費やすこと

は不可能であった。それゆえに、独自の制度設

計は公募委員の募集や部会の設置にとどまると

ともに、制度を導入したのちの3地域自治区そ

れぞれにおける将来展望は持ち合わせる余裕す

らなかったのである。加えて、 3地域自治区に

存在している既存の区会や公民a創舌動、あるい

は地元有志からなるまちづくゆ活動団体との関

係整理も行うことができなかった。

こうした状況のまま、合併後の甲州市におい

て導入されるに至った地域自治区制度は、機能

することが困難であった。地域協議会としてど

のような活動に耳又り組めぱいいのかわからない

まま、時問だけが過ぎていった。そして、会議

において市行政当局者に対して意見を述ベると

いう状況が続き、自主的・自発的に地域課題の

発見とその解決策の協議、さらには実際に解決

に乗り出すといったうごきは皆無であった。そ

の後、庁内からは制度見直しの声が上がり、地

域協議会委員によるアンケートの結果も廃止を

追認するものであった。こうして、議会による

議決を経て地域自治区制度は廃止されたのであ

る。

そして、こうした一連のながれからは、大き

く以下の4点が砕帛密な制度設言十」のポイント

として指摘できるように思われる。 1点めは「事

前の制度設計に費やす人員と時間を十分に確保

すること」である。また、 2点めは「地区予算

の審議・承認権を協議会組織に付与するなど独

自のしかけを設置すること」である。 3点めは

「活動計画策定など協議会組織としての展望を

明らかにすること」である。そして、4点めは砕斤

たに設置する協議会組織と地縁団体・地域活動

団体などとの関係を整理すること」である。

1' 哲司

教訓のふたつめは、「協議会組織そのものの

活性化」である。本稿において取り上げた勝沼

地域協議会では意見陳述が中心的な活動とな

リ、自主的・自発的な提案活動や他団体との連

携模索といったうごきはみられなかった。同時

に、会議で議論した内容も、地域課題の解決ヘ

とは結びつくことはなかった。

こうしたうごきからも、ひとつめの教訓であ

る「綿密な制度設言十」に加えて、委員それぞれ

の姿勢を転換させ、協議会組織そのものを活性

化させる方策が必要となる。そのため、たとえ

ば先駆事例の紹介や視察機会の提供など協議会

組織の活動を支える事務局による「委員ヘの工

ンパワーメント」、および地縁団体との関係を

整理したうえでの「公募委員比率の増大」など

がそこでのポイントになるように思われる。

おわりに

最後に、本稿の課題を3点提示しておきたい。

1点めは、本稿における事例分析が甲州市のみ

にとどまっている、という点である。本稿では

自治体内分権のしくみとしての地域白治区制度

を廃止した唯一の事例ということで甲州市を取

り上げソむそして、この事例分析からふたつの

教訓を抽出したわけであるが、これらを一般化

させようとすることには一定の限界が伴うのも

また事実である。もっとも、先駆的事例として

紹介されるまれな例外を除き、地域自治区制度

を導入している市町村に存在する地域協議会の

多くは、その活動はかつての甲州市におけるも

のと大きな隔たりはないものと推測される。

2点めは、甲州市の検証において、政治過程

に関する深い考察を加えることができていな

い、という点である。本稿で取り上げた甲州市

では、一連のながれからもうかがえるように、

地域自治区制度の導入を決め、また廃止という

意思決定を行った政治過程もまた重要であり、

導入に際してはとりわけ3市町村の首長レベル

での水面下の協議は重要なアリーナであった。

しかし、本稿はこれらの点を検討できておらず、

今後の研究課題としたい。

3点めは、本稿が地域自治区制度自体に注目

して考察を加えたために、甲州市の他のまちづ

くり活動との関係を明確化できていない、とい②協議会組織そのものの活性化

一
一



う点である。当然ながら、地域自治区制度が導
入されていたおよそ2年5力月の間には、地域

協議会以外でも甲州市のまちづくりに関する議

論や実践が展開されていたものと推察される。

そして、これらが合併前後でどう変化したかな

どを検討することにより、地域自治区制度との

関係や制度運営に与えた影響なども垣問見えて

くるように思われる。そのため、今後はたとえ

ば地域協議会と市内のまちづくり活動団体との

接点に着目した分析などを加える必要もあろ
^

つ0

いずれにしろ、今後も継続して全国各地の地

域自治区制度とそこでの地域協議会の活動状

況、さらには独自の条例等で設置している自治

体内分権のしくみと実態について、幅広い視点

から検討していきたいと思う。あわせて、繰り

返しになるが、結局のところ自治体内分権が機

能するか否かを左右する最大のポイントは、自

治体内分権の担い手としての地域住民の側にあ

る。そうであるならば、地域コミュニティをど

のように活性化させるか、という面を見落とし

てはならない。こうした点をふまえ、今後は地

域コミュニティのt舌性化をねらいとするコミユ

ニティ政策に焦点を当てた研究にも取り組むこ

とにしたい。

自冶体内分権のしくみを導入する際の留意点
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・第29次地方制度調査会『今後の基礎自治体及び監査・

議会制度のあり方に関する答申』20的年。

東山梨地域合併協議会(法定、 6市町村)『東山梨地域

合併協議会会議録(第3回)』 20仍年。

・東山梨地域合併協議会(法定、 6市町村)『東山梨地域

合併協議会会議録(第4回)』 2003年。

東山梨地域合併協議会(法定、 6市町村)『東山梨地域

合併協議会会議録(第9 回)』 2004年。

・東山梨地域合併協議会や法定、 3市町村)『第1回東山

梨地域合併協議会議事ε剥 2004年。

東山梨地域合併検討・協議会く任意、 6市町村)『東山

梨地域合併検討・協議会会議録(第4回)』 2003年。

1 ' 哲司

5 定期刊行物

勝沼町『広報かつぬま』 1993年Ⅱ月号。

勝沼町『広報かつぬま』 1998年3月号。

勝沼町『広報かつぬま』 2002年2月号。

勝沼町『広報かつぬま』 20促年7月号。

勝沼町『広報かつぬま』 2003年2月号。

・勝沼町『広報かつぬま』 2004年9月号。

勝沼町『広報かつぬま』 2007年5月号。

6 記事

・朝日新聞2008年8月17日付朝刊。

毎日新聞2008年3月26日付山梨朝刊。

山梨日日新聞2000年12月27日付朝刊。

山梨日日新聞2008年2月29日付朝刊。

・山梨日日新聞2008年3月22日付朝刊。

・読売新聞2008年2月29日付東京朝刊。

読売新聞2008年3月26日付東京朝刊。

三


